
様式７　職員の状況一覧（地方裁量型認定こども園）記載例 記載要領

１ 利用定員、学級数 黄色セル→

２ 一か月あたりの勤務時間

※該当の職種において、非常勤がいない場合は記載不要

３ 職員数及び勤続、経験年数等 保育従事者の資格に係る特例の適用を受ける場合は○→

４ 雇用、派遣等の別

５ その他

0人 3人 3人 - - -

人数割合(職員１人あたり子ども) 8人

過去３年退職者数 1人

嘱託医等 3人 0人 0人

うち保育士 17人 4人 13人 0人

年間研修受講者数(延べ) 40人

無期

職員全体 23人 7人 16人 0人

1人 2人 - 5年 7年

雇用職種 雇用人数
直接雇用

派遣
有期

0人 0人 - 0年 0年

その他 0人 2人 0人 0人

0人 0人 - 0年 0年

保健師
看護師

0人 0人 0人 0人

2人 9人 11人 3年 5年

保育従事者
(無資格)

0人 0人 0人 0人

0人 0人 4人 0年 0年

保育従事者
(保育士)

11人 7人 2人 0人

0人 6人 4人 6年 8年

保育従事者
(幼稚園教員)

0人 0人 0人 0人

平均経験年
数常勤 非常勤 常勤 非常勤

保育従事者
(両免保有)

5人 6人 0人 0人

その他 200.00 時間 100.00 時間

職種 職員数
専従 兼務 常勤換算後

の人数
基準上の必
要人数

平均勤続年
数

保育従事者(無資格)

保健師・看護師

保育従事者(幼稚園教員)

保育従事者(保育士) 200.00 時間 400.00 時間

30人

職種 常勤１人 非常勤全員(※)

保育従事者(両免保有)

合計 10人 10人 10人 30人 30人

10人

２・３号 10人 10人 10人 20人 20人 20人

１号 10人 10人

３歳以上の園児に係る学級数 3学級

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳
黄色セルに数字のみ入力してください。（単位は入力不要です。） 
 

全ての項目について、認定こども園の認定を受ける日の状況としてください。 

●保育従事者は、（両免保有）（幼稚園教員）（保育士）（無資格）の間で重複させないでください。 
 ・幼稚園の教員免許状を有する保育士は、（両免保有）に計上 
 ・幼稚園の教員免許状を有する（保育士でない）者は、（幼稚園教員）に計上 
 ・幼稚園の教員免許状を有しない保育士は、（保育士）に計上 
 ・上記以外の保育従事者は、（無資格）に計上 

 ※本書類上は、基準上の必要人数を満たしていないように見える場合がありますがそのままで結構です。 

  （左記例でいえば保育従事者（幼稚園教員） 

 

 
●平均勤続年数は、当該施設（認定こども園の認定を受ける前）での勤続年数の平均 

 ・６月以上の端数は１年、６月未満の端数は切り捨て 
 ・新設の認定こども園の場合は０年 

 
●平均経験年数は、当該職種における職員の下表に掲げる施設、事業における勤続年数の平均 

 ・６月以上の端数は１年、６月未満の端数は切り捨て 

 
●嘱託医等は、嘱託医、嘱託歯科医、嘱託薬剤師をいいます。 

 
●その他は、職種欄に該当のない職員すべて（事務職員、用務員など）をいいます。 

 
●園長は、本表（３の表）に計上しないでください。 

●平均経験年数に係る経験に計上できる施設・事業 
 
○子ども・子育て支援法第７条第４項に定める教育・保育施設 
○子ども・子育て支援法第７条第５項に定める地域型保育事業を行う事業所 

○学校教育法第１条に定める学校及び同法第124条に定める専修学校 
○社会福祉法第２条に定める社会福祉事業を行う施設・事業所 

○児童福祉法第12条の４に定める施設 
○児童福祉法第59条第１項に定める認可外保育施設のうち、地方公共団体における単独保育施策による施設、認可外
保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付された施設及び幼稚園に併設された施設（教育・保育施設又は地域型
保育事業に移行した施設・事業所における移行前の認可外保育施設として運営していた期間） 

○医療法に定める病院、診療所、介護老人保健施設及び助産所（保健師又は看護師に限る。） 

●「うち保育士」は職員全体の内、保育士である者（両免保有者を含む。）を計上してください。 

●年間研修受講者数は前年度に研修に参加した延べ人数を入力してください。 
 ・研修は保育の質の向上に資すると考えられるものであれば、職場内研修の実施した場合も、自治体や団体による集合研修への参加した場合のどちらもカウントしていただいて構いません。 

●過去３年退職者数は直近３年度に退職した常勤職員数をカウントしてください。定年退職も含みます。また、同一法人内の人事異動で他施設に異動した場合は除いてください。 


